
〇 少子化や子供たちの生活の多様化、家庭環境の変化等により、子供の体験活動の場や機会は減少傾向となっている。
〇 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、子供の体験活動の減少に拍車がかかっている。 ⇒ 子供の体験活動推進宣言
〇 このような状況を踏まえ、企業等とも連携したリアルな体験活動を推進することとして、企業、教育委員会、青少年団体等、子供の体験活動に携わる

実務者による「子供の体験活動推進に関する実務者会議」を設置し、体験活動に関する推進方策を検討。

企業等と連携した子供のリアルな体験活動の推進についての概要
～子供の体験活動推進に関する実務者会議論点のまとめ ～

第１ 体験活動の定義、効果・意義、現状

背景

Ⅱ 体験活動の効果・意義

Ⅲ 子供の体験活動の現状

青少年教育施設の減少自然体験に関する行事に参加した子供の割合の減少

学校以外の公的機関や民間団体等が行う自然体験に関する行事に
参加した子供（小学１年～6年生）の割合（％）は、平成２１年度から
令和元年度の１０年間で５４.７％から５０％に減少

国公立青少年教育施設数は平成１４年度の746施設をピークに、
年々減少を続け、令和3年度には337施設に減少

（文部科学省「社会教育調査」）

10年間で
４．７ポイント減少

19年間で４０９施設
（５５％）減少

〇 自尊感情、自己肯定感、自律性、協調性、積極性といった非認知能力の
上昇、物事に対する意欲の向上

〇 体験活動を提供する企業における、社員の所属する企業の社会的
役割の再認識、労働意欲の向上 等

〇 体験活動とは「体験を通じて何らかの学習が行われることを目的として
体験するものに対して意図的・計画的に提供される体験」（H19中教審答申）

〇 体験活動は、具体的には、「生活・文化体験活動」、「自然体験活動」、「社
会体験活動」に分類（H25中教審答申） 。
※企業等による職場体験や科学体験、国際交流体験、読書活動等も含まれる。

（独立行政法人国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する意識調査」）

Ⅰ 体験活動の定義
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第２ 企業や青少年教育団体等と連携した子供の体験活動推進にあたっての課題

1 体験活動の「量」の確保
〇学校や青少年教育施設、青少年教育団体、企業等の連携による

体験活動の場や機会の充実

〇家庭の経済状況や障害等、困難な状況等にある子供の参加促進

〇学校教育活動に加え、企業や青少年教育団体等による学校教育

活動外での体験活動の推進

2 体験活動の「質」の確保
〇安全安心で、子供の発達段階や興味関心に応じた多様な体験活動の

提供

〇達成感や学び、連帯感等を感じられるプログラムの作成

〇参加者や保護者のニーズに応じたプログラムの作成

〇多様な体験活動に関する指導者の確保と養成

3 体験活動の「利用者」と「提供者」を結びつける仕組みの構築

〇体験活動に関する統一的なポータルサイトの構築

〇各地域における体験活動推進拠点の整備

〇「利用者」と「提供者」をつなぐコーディネータの確保と養成

4 体験活動の「利用者」の参加インセンティブの仕組みの構築
〇日常では経験できないリアルで魅力的な体験活動プログラムの

提供

〇学校や地域のニーズを踏まえた体験活動プログラムの作成

〇学校や教師に対して、体験活動の有用性を伝える取組

〇学校や教師、青少年教育団体等を顕彰する仕組みの構築

5 体験活動の「提供者」の参加インセンティブの仕組みの構築

〇体験活動プログラム作成にあたっての企業へのサポート

〇企業のブランドイメージや、青少年教育団体のモチベーションの

向上に資する表彰制度の充実

〇子供や保護者等の声を「提供者」に届ける仕組みの構築

6 体験活動の教育的価値の啓発

〇国民全体に向けた体験活動の効果や有用性を広めるための啓発

※「利用者」：体験活動プログラムを利用する学校や個人等
「提供者」：体験活動プログラムを提供する企業や青少年教育団体等
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1 ポータルサイトの構築
〇全国の体験活動に関する情報を網羅的に集約したポータルサイトの構築と周知

〇体験活動の優良事例や自治体のイベント情報、コーディネータ等の情報発信

〇検索機能、アンケート機能、活動記録機能、体験活動数の把握機能等の実装

〇ポータルサイト運営管理者による利用者へのサポート体制の構築

2 地域における体験活動推進拠点体制の在り方の検討

〇地域拠点の実態把握や好事例の発信

〇地域拠点を支える人材や財源の確保方策（コーディネータの役割の明確化）

〇地域学校協働活動本部（地域学校協働活動推進員）との連携

3 「利用者」「提供者」のニーズを踏まえた体験活動プログラムの充実

〇学校、青少年教育団体等の知見を活用した企業等による体験活動プログラムの

開発

４ 指導者の研修
〇自然体験活動指導者（NEAL）の活用等による研修の充実

〇教員研修等の場での周知

５ 体験活動を普及するための周知活動
〇「利用者」と「提供者」の相互理解を深めるフォーラム等の開催

〇青少年教育施設職員による学校や教師への説明会 等

1 地域拠点体制の整備と運営
〇モデル事業の実施とその成果の

発信

〇地域拠点同士のネットワーク構築

2 コーディネータの確保と養成

〇コーディネータの確保方策の検討

〇コーディネータの研修制度の創設

3 指導者の確保と養成

〇様々な体験活動の指導者の確保・

養成策の検討

4 体験活動の普及啓発
〇ポータルサイトでの情報発信

〇体験活動普及啓発フォーラムの開催

〇「体験の風をおこそう推進月間」の

推進 等

〇短期的方策、

中期的方策を

踏まえた、

体験活動の

フォローアップ、

評価、新たな

推進方策の

検討

Ⅲ 長期的方策
（6年以上）

Ⅱ 中期的方策（３年～5年程度）Ⅰ 短期的方策（１、2年程度）

第３ 企業や青少年教育団体等と連携した子供の体験活動の推進方策
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4

〇実施地域・場所 〇実施時期・期間
〇対象者（学校種・学年・年齢等）・募集人数
〇指導者 〇料金・参加費
〇活動内容
（生活・文化体験、自然体験、社会体験等）
※想定される教科単元、学校教育活動外の活動か
※期待される教育上のねらい
〇こどもの声（体験の質）
〇安全対策（事故防止、コロナ対策、保険等） 等

提供者（企業や青少年教育団体等）利用者（学校や個人等） ポータルサイト
（団体向け／個人向け）
〇知りたい情報の検索機能
〇見やすく操作しやすい画面
〇申込・アンケート機能
※利用実績の把握・分析を可能に
〇取組事例

コーディネータ
〇地域で活躍する人材
（教職経験者、企業経験者、地域学校協働活動
推進員、社会教育関係者、青少年教育団体
関係者（社会教育士等））への参加呼びかけ
〇コーディネートにより実施した体験活動の実績
の把握

等

問い合わせ
相談（ニーズ）

体験活動の提案・調整

ニーズの伝達
調整

体験活動の提案

登録
閲覧
検索
申し込み

登録
閲覧
検索

体験活動プログラムの利用者と提供者のマッチング（イメージ）

〇実施地域・場所 〇実施時期・期間
〇対象者（学校種・学年・年齢等）・参加人数
〇指導者 〇予算
〇希望する体験活動内容
（生活・文化体験、自然体験、社会体験等）
※想定される教科単元、学校教育活動外の活動か
※期待する教育上のねらい
〇安全対策（事故防止、コロナ対策、保険等） 等 活 用

マッチング
利用者・提供者の双方の合意

利用者の申込完了

※「利用者」：体験活動プログラムを利用する学校や個人等
「提供者」：体験活動プログラムを提供する企業や青少年教育団体等
ただし、例えば、体験活動を提供する青少年教育団体は、状況によって、
「利用者」にも「提供者」にもなりうることに留意。
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